
 

 

 10年間で２倍!  精神科病院で増え続けている隔離・身体拘束について考える 
 
これでいいのか 

精神医療 
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日時 2016年10月25日(火)正午～午後3時 

会場 衆議院第一議員会館・大会議室  

!! 10.25院内集会 
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第三章 国民の権利及び義務 

 

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享有を

妨げられない。この憲法が国民に保障する基本

的人権は、侵すことのできない永久の権利とし

て、現在及び将来の国民に与へられる。 

 

第十二条 この憲法が国民に保障する自由及び

権利は、国民の不断の努力によつて、これを保

持しなければならない。又、国民は、これを濫

用してはならないのであつて、常に公共の福祉

のためにこれを利用する責任を負ふ。 

 

第十三条 すべて国民は、個人として尊重される。

生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利に

ついては、公共の福祉に反しない限り、立法そ

の他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

 

第十八条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けな

い。又、犯罪に因る処罰の場合を除いては、そ

の意に反する苦役に服させられない。 

 

第十九条 思想及び良心の自由は、これを侵して

はならない。 

 

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その他一

切の表現の自由は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密

は、これを侵してはならない。 

 

第二十二条 何人も、公共の福祉に反しない限り、

居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

 

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低

限度の生活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、

社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努め

なければならない。 

 

第三十一条 何人も、法律の定める手続によらな

ければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又は

その他の刑罰を科せられない。 

 

第三十四条 何人も、理由を直ちに告げられ、且

つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与へられな

ければ、抑留又は拘禁されない。又、何人も、

正当な理由がなければ拘禁されず、要求があれ

ば、その理由は、直ちに本人及びその弁護人の

出席する公開の法廷で示されなければならな

い。 

 

第三十五条 何人も、その住居、書類及び所持品

について、侵入、捜索及び押収を受けることの

ない権利は、第三十三条の場合を除いては、正

当な理由に基いて発せられ、且つ捜索する場所

及び押収する物を明示する令状がなければ、侵

されない。 

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発

する各別の令状により、これを行ふ。 

 

第三十六条 公務員による拷問及び残虐な刑罰

は、絶対にこれを禁止する。 

 

第十章 最高法規 

 

第九十七条 この憲法が日本国民に保障する基

本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努

力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多

の試練に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵

すことのできない永久の権利として信託され

たものである。  

第九十八条 この憲法は、国の最高法規であつて、

その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に

関するその他の行為の全部又は一部は、その効

力を有しない。 

 ２ 日本国が締結した条約及び確立された国際

法規は、これを誠実に遵守することを必要とす

る。 
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第四条 一般的義務 

１ 締約国は、障害に基づくいかなる差別もなし

に、全ての障害者のあらゆる人権及び基本的自

由を完全に実現することを確保し、及び促進す

ることを約束する。 

 

第五条 平等及び無差別 

１ 締約国は、全ての者が、法律の前に又は法律

に基づいて平等であり、並びにいかなる差別も

なしに法律による平等の保護及び利益を受け

る権利を有することを認める。 

 

第十条 生命に対する権利 

締約国は、全ての人間が生命に対する固有の

権利を有することを再確認するものとし、障害

者が他の者との平等を基礎としてその権利を

効果的に享有することを確保するための全て

の必要な措置をとる。 

 

第十二条 法律の前にひとしく認められる権利 

１ 締約国は、障害者が全ての場所において法律

の前に人として認められる権利を有すること

を再確認する。  

２ 締約国は、障害者が生活のあらゆる側面にお

いて他の者との平等を基礎として法的能力を

享有することを認める。  

３ 締約国は、障害者がその法的能力の行使に当

たって必要とする支援を利用する機会を提供

するための適当な措置をとる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第四節 精神科病院における処遇等  

 

（処遇）  

第三十六条 精神科病院の管理者は、入院中の者

につき、その医療又は保護に欠くことのできな

い限度において、その行動について必要な制限

を行うことができる。  

２ 精神科病院の管理者は、前項の規定にかかわ

らず、信書の発受の制限、都道府県その他の行

政機関の職員との面会の制限その他の行動の

制限であつて、厚生労働大臣があらかじめ社会

保障審議会の意見を聴いて定める行動の制限

については、これを行うことができない。  

３ 第一項の規定による行動の制限のうち、厚生

労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見

を聴いて定める患者の隔離その他の行動の制

限は、指定医が必要と認める場合でなければ行

うことができない。  

 

第三十七条 厚生労働大臣は、前条に定めるもの

のほか、精神科病院に入院中の者の処遇につい

て必要な基準を定めることができる。  

２ 前項の基準が定められたときは、精神科病院

の管理者は、その基準を遵守しなければならな

い。  

３ 厚生労働大臣は、第一項の基準を定めようと

するときは、あらかじめ、社会保障審議会の意

見を聴かなければならない。 
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精神保健法（昭和 25 年法律第 123 号）第 36

条第２項の規定に基づき、厚生大臣が定める行動

の制限を次のように定め、昭和 63 年７月１日か

ら適用する。  

１ 信書の発受の制限（刃物，薬物等の異物が同

封されていると判断される受信信書について、

患者によりこれを開封させ、異物を取り出した

上患者に当該受信信書を渡すことは、含まれな

い。） 

２ 都道府県及び地方法務局その他の人権擁護

に関する行政機関の職員並びに患者の代理人

である弁護士との電話の制限 

３ 都道府県及び地方医務局その他の人権擁護

に関する行政機関の職員並びに忠者の代理人

である弁護士及び患者又は保護者の依頼によ

り患者の代理人となろうとする弁護士との面

会の制限 

 

 

 

１．患者の隔離（内側から患者本人の意思によっ

ては出ることのできない部屋の中へ）1 人だけ

入室させることにより当該患者を他の患者か

ら遮断する行動の制限をいい、12時間を超える

ものに限る。） 

２．身体的拘束（衣類又は綿入り棒等を使用して、

一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を

抑制する行動の制限をいう。） 

 

 

第一 基本理念 

入院患者の処遇は、患者の個人としての尊厳

を尊重し、その人権に配慮しつつ、適切な精神

医療の確保及び社会復帰の促進に資するもの

でなければならないものとする。また、処遇に

当たつて、患者の自由の制限が必要とされる場

合においても、その旨を患者にできる限り説明

して制限を行うよう努めるとともに、その制限

は患者の症状に応じて最も制限の少ない方法

により行われなければならないものとする。 

 

第三 患者の隔離について 

 

一 基本的な考え方 

(1) 患者の隔離(以下「隔離」という。)は、患者の

症状からみて、本人又は周囲の者に危険が及ぶ

可能性が著しく高く、隔離以外の方法ではその

危険を回避することが著しく困難であると判

断される場合に、その危険を最小限に減らし、

患者本人の医療又は保護を図ることを目的と

して行われるものとする。 

(2) 隔離は、当該患者の症状からみて、その医療

又は保護を図る上でやむを得ずなされるもの

であつて、制裁や懲罰あるいは見せしめのため

に行われるようなことは厳にあつてはならな

いものとする。 

(3) 12 時間を超えない隔離については精神保健

指定医の判断を要するものではないが、この場

合にあつてもその要否の判断は医師によつて

行われなければならないものとする。 

(4) なお、本人の意思により閉鎖的環境の部屋に

入室させることもあり得るが、この場合には隔

離には当たらないものとする。この場合におい

ては、本人の意思による入室である旨の書面を
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得なければならないものとする。 

 

二 対象となる患者に関する事項 

隔離の対象となる患者は、主として次のよう

な場合に該当すると認められる患者であり、隔

離以外によい代替方法がない場合において行

われるものとする。 

ア 他の患者との人間関係を著しく損なうお

それがある等、その言動が患者の病状の経過

や予後に著しく悪く影響する場合  

イ 自殺企図又は自傷行為が切迫している場

合 

ウ 他の患者に対する暴力行為や著しい迷惑

行為、器物破損行為が認められ、他の方法で

はこれを防ぎきれない場合 

エ 急性精神運動興奮等のため、不穏、多動、

爆発性などが目立ち、一般の精神病室では医

療又は保護を図ることが著しく困難な場合 

オ 身体的合併症を有する患者について、検査

及び処置等のため、隔離が必要な場合 

 

三 遵守事項 

(1) 隔離を行つている閉鎖的環境の部屋に更に患

者を入室させることはあつてはならないもの

とする。また、既に患者が入室している部屋に

隔離のため他の患者を入室させることはあつ

てはならないものとする。 

(2) 隔離を行うに当たつては、当該患者に対して

隔離を行う理由を知らせるよう努めるととも

に、隔離を行つた旨及びその理由並びに隔離を

開始した日時及び解除した日時を診療録に記

載するものとする。 

(3) 隔離を行つている間においては、定期的な会

話等による注意深い臨床的観察と適切な医療

及び保護が確保されなければならないものと

する。 

(4) 隔離を行つている間においては、洗面、入浴、

掃除等患者及び部屋の衛生の確保に配慮する

ものとする。 

(5) 隔離が漫然と行われることがないように、医

師は原則として少なくとも毎日一回診察を行

うものとする。 

 

第四 身体的拘束について 

 

一 基本的な考え方 

(1) 身体的拘束は、制限の程度が強く、また、二

次的な身体的障害を生ぜしめる可能性もある

ため、代替方法が見出されるまでの間のやむを

得ない処置として行われる行動の制限であり、

できる限り早期に他の方法に切り替えるよう

努めなければならないものとする。 

(2) 身体的拘束は、当該患者の生命を保護するこ

と及び重大な身体損傷を防ぐことに重点を置

いた行動の制限であり、制裁や懲罰あるいは見

せしめのために行われるようなことは厳にあ

つてはならないものとする。 

(3) 身体的拘束を行う場合は、身体的拘束を行う

目的のために特別に配慮して作られた衣類又

は綿入り帯等を使用するものとし、手錠等の刑

具類や他の目的に使用される紐、縄その他の物

は使用してはならないものとする。 

 

二 対象となる患者に関する事項 

身体的拘束の対象となる患者は、主として次

のような場合に該当すると認められる患者で

あり、身体的拘束以外によい代替方法がない場

合において行われるものとする。 

ア 自殺企図又は自傷行為が著しく切迫して

いる場合 

イ 多動又は不穏が顕著である場合 

ウ ア又はイのほか精神障害のために、そのま

ま放置すれば患者の生命にまで危険が及ぶ

おそれがある場合 

 

三  遵守事項 

(1) 身体的拘束に当たつては、当該患者に対して

身体的拘束を行う理由を知らせるよう努める

とともに、身体的拘束を行つた旨及びその理由

並びに身体的拘束を開始した日時及び解除し
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た日時を診療録に記載するものとする。 

(2) 身体的拘束を行つている間においては、原則

として常時の臨床的観察を行い、適切な医療及

び保護を確保しなければならないものとする。 

(3) 身体的拘束が漫然と行われることがないよう

に、医師は頻回に診察を行うものとする。 

 

第五  任意入院者の開放処遇の制限について 

 

一  基本的な考え方 

(1) 任意入院者は、原則として、開放的な環境で

の処遇(本人の求めに応じ、夜間を除いて病院の

出入りが自由に可能な処遇をいう。以下「開放

処遇」という。)を受けるものとする。 

(2) 任意入院者は開放処遇を受けることを、文書

により、当該任意入院者に伝えるものとする。 

(3) 任意入院者の開放処遇の制限は、当該任意入

院者の症状からみて、その開放処遇を制限しな

ければその医療又は保護を図ることが著しく

困難であると医師が判断する場合にのみ行わ

れるものであって、制裁や懲罰あるいは見せし

めのために行われるようなことは厳にあって

はならないものとする。 

(4) 任意入院者の開放処遇の制限は、医師の判断

によって始められるが、その後おおむね 72 時

間以内に、精神保健指定医は、当該任意入院者

の診察を行うものとする。また、精神保健指定

医は、必要に応じて、積極的に診察を行うよう

努めるものとする。 

(5) なお、任意入院者本人の意思により開放処遇

が制限される環境に入院させることもあり得

るが、この場合には開放処遇の制限に当たらな

いものとする。この場合においては、本人の意

思による開放処遇の制限である旨の書面を得

なければならないものとする。 

 

二 対象となる任意入院者に関する事項 

開放処遇の制限の対象となる任意入院者は、

主として次のような場合に該当すると認めら

れる任意入院者とする。 

ア 他の患者との人間関係を著しく損なうお

それがある等、その言動が患者の病状の経過

や予後に悪く影響する場合 

イ 自殺企図又は自傷行為のおそれがある場

合 

ウ ア又はイのほか、当該任意入院者の病状か

らみて、開放処遇を継続することが困難な場

合 

 

三 遵守事項 

(1) 任意入院者の開放処遇の制限を行うに当たっ

ては、当該任意入院者に対して開放処遇の制限

を行う理由を文書で知らせるよう努めるとと

もに、開放処遇の制限を行 った旨及びその理

由並びに開放処遇の制限を始めた日時を診療

録に記載するものとする。 

(2) 任意入院者の開放処遇の制限が漫然と行われ

ることがないように、任意入院者の処遇状況及

び処遇方針について、病院内における周知に努

めるものとする。 
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精神保健ケア 

22 精神保健施設に対して運用上の制限を確立

している精神保健福祉法にもかかわらず、また

締約国代表の提供した追加情報にもかかわら

ず、委員会は非常に多数の精神障害者と知的障

害者が非常に長期間精神保健ケア施設に非自

発的に留められていることに懸念を持たざる

をえない。非人道的で品位を汚す程度におよび

うる行為である、独居拘禁、身体拘束そして強

制医療が頻繁に行われていることを、委員会は

さらに懸念する。精神保健ケアに関する計画に

ついての対話の間に得られた情報を考慮して

も、委員会は精神障害者の入院に対するオルタ

ナティブに焦点を当てたものに欠けているこ

とに懸念を持たざるをえない。最後に、拘束的

な方法が過剰に使用されていることへの効果

的で公平な調査がしばしば欠けていること、同

様に関連する統計的データが欠けていること

に懸念を表明する」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「国連原則 9 治療」 

すべての患者は、最も制限の少ない環境で、

最も制約が少なく、もしくは侵襲的でない治療

によって、自らの健康的ニーズと他の者の身体

的安全を保護する必要性にふさわしく、治療を

受ける権利を持つ 

 

「国連原則 11 治療の同意」 

患者の身体的拘束または非自発的隔離は、行

われないものとする。ただし、公的に是認され

ている精神保健施設手続きに従い、かつ、それ

が当該患者の、または他の者への即時的ないし

は、切迫した危害を防ぐ上で用い得る唯一の手

段である場合は、これを除く。この手段は、当

該目的のために、厳密に必要とされる期間を超

えて延長されないものとする 

 

 

 

 

 

（OECD Reviews Health Care Quality  

JAPAN RAISING STANDARS   

ASSSSESMENT AND RECCOMENDATIONS） 

 

「治療の質を改善するための措置に対応する指

標（統合失調症または双極性障害を有する患者の

超過死亡率、処方行為、隔離と拘束の使用、当初

の予定になかった再入院）の収集を優先し、国全

体で促進すべきである。」 
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リレートーク＆ディスカッション 

 

 

コーディネーター 増田一世（公益社団法人やどかりの里常務理事） 

佐々木信夫（弁護士、日弁連高齢者・障害者権利支援センター委員） 

関口明彦（全国「精神病」者集団） 

戸田和博（精神障害当事者） 

有我譲慶（認定 NPO 大阪精神医療人権センター・看護師） 

長谷川利夫（杏林大学教授）  
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リレートーク＆ディスカッション 
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資料 

病棟転換型居住系施設について考える会 要請書（2016 年 6 月 26 日） 

「障害者虐待防止法の改正を行い病院・学校・官公署を通報義務の対象にしてください」 

 

2016年 6月 26日 

内閣総理大臣 安倍晋三様 

厚生労働大臣 塩崎恭久様 

  

病棟転換型居住系施設について考える会 

池原毅和（弁護士） 

伊澤雄一（NPO法人全国精神障害者地域生活支援協会） 

大熊一夫（ジャーナリスト） 

加藤真規子（NPO法人こらーるたいとう） 

関口明彦（全国「精神病」者集団） 

高木俊介（たかぎクリニック） 

西村直（きょうされん） 

長谷川利夫（杏林大学） 

増田一世（公益社団法人やどかりの里） 

八尋光秀（弁護士） 

山田昭義（認定NPO法人DPI《障害者インターナショナル》日本会議） 

山本深雪（認定NPO法人大阪精神医療人権センター） 

渡邊乾（全国精神医療労働組合協議会） 

（以上、呼びかけ人代表） 

 

要請書 

 

障害者虐待防止法の改正を行い病院・学校・官公

署を通報義務の対象にしてください 

 

私たちは、精神病院病床の一部をグループホー

ムなどの居住系施設に転換しそこに長期入院患

者を「退院」したことにする「病棟転換型居住系

施設」政策に反対して集まった、精神障害者・障

害者・精神障害者家族・支援者・市民からなる団

体です。私たち団体の調査によれば、厚生労働省

は昨年 2015 年 1 月に省令改正し 4 月に施行しま

したが、この精神病床の「住居化」については 4

割の自治体が条例改正を見送っています。（2015

年 8月 13日朝日新聞朝刊 2面にて報道済み）。当

会を始めとする全国での反対の運動の取り組み

が一定の歯止めとなっていると考えます。 

一方、精神病院の処遇の実態は変わらず、毎年

のようにスタッフによる入院患者に対する虐待

事件が報道されています。しかしそれは個人の犯

罪として処理されたりし、虐待を生み出す構造は

温存されたまま、改革は進まない実態があります。 

昨年報道された千葉の精神病院である石郷岡

病院の保護室内における看護師による傷害致死

事件、あるいは東京の榎本クリニックにおける合

鍵、現金、通帳を管理することによる事実上の「強

制通院」問題なども記憶に新しいところです。学

校や保育所における障害児虐待報道もありまし

た。 

こうした実態があるにもかかわらず障害者虐

待防止法は、学校・病院そして官公署を通報義務

の対象としていません。官公署で働く障害のある

者に対する虐待はないなどということは有り得

ません。この三者を通報義務から外す合理的理由

は全く見当たりません。 

 

障害者虐待防止法は2012年10月１日に施行さ

れました。 

この法律は障害者への虐待とし、① 養護者に

よる障害者虐待、② 障害者福祉施設従事者等に

よる障害者虐待、③ 使用者による障害者虐待を

明記しました。 

虐待の類型については、① 身体的虐待、② 

ネグレクト、③ 心理的虐待、④ 性的虐待、⑤ 

経済的虐待の５つを上げています。 

附則第２条では、施行後３年をめどに学校、保

育所等、医療機関、官公署等における虐待防止の

あり方等について見直しを行うとしています。 

厚生労働省の虐待防止法概要においても、その

他として「 ２ 政府は 障害者虐待の防止等に関

する制度について この法律の施行後３年を目途

に検討を加え 必要な措置を講ずるものとする」
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とされています。 

しかしながら、すでに施行後 3年を過ぎている

にもかかわらず、厚生労働省は未だ改正に向け作

業を開始していません。 

また、現在、通報義務の対象となっている障害

者施設での虐待についても、死亡者が出る事態と

なるまで、あるいはマスコミで報道が行われない

と行政は動かない、それまで何度も通報があった

としても門前払いされているという例が多く、虐

待防止に有効な運用がなされていません。 

通報義務の拡大のみならず、真に有効な虐待防

止を達成するために根本的な法改正と予算確保

が重要な事は明らかです。 

  

さらに、精神病院での虐待についてはすでに国

際的な批判を浴びており、以下の国連の 2つの委

員会も独立した監視機関の創設を求めています。 

  

2013 年 5 月  拷問等禁止条約委員会勧告 「独

立した監視機関がすべての精神医療施設に対

して定期的訪問を行うことを確保すること」 

2014 年 7 月  人権委員会 日本政府への勧告 

「精神科の施設に対して、虐待を有効に調査し

罰し、被害者またはその家族に賠償を提供する

ことを目的として、有効で独立した監視と報告

体制を確保すること」 

  

したがって私たちは政府＝厚生労働省に対し

て以下を要請いたします。 

 

記 

 

１ 直ちに障害者虐待防止法の改正作業に着手

すること 

２ 改正に向けては精神障害者、知的障害者など

当事者及び家族関係者による検討の場を保障

すること 

３ 改正にあたっては学校保育所等、病院、官公

署を通報義務の対象とすること 

４ 有効な虐待防止のための独立した監視機関

を創設すること 

５ 義務に基づき通報を行った者に対して、その

地位及び名誉・財産を守るための有効な仕組み

を創設すること 

 

以上 

  

   

【連絡先】 

長谷川利夫（杏林大学保健学部作業療法学科教授） 

〒181-8612 東京都三鷹市下連雀 5-4-1 

携帯電話：090-4616-5521 

E-mail：hasegawat@ks.kyorin-u.ac.jp 
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資料 

21 世紀に入っての精神病院での身体的虐待事件（メディアで報道されたもののみ抽出） 

／原昌平氏作成より抽出及び追加 

 

民事訴訟や個別の医療過誤、患者同士の刑事事件は基本的に収録していない 

発覚年月 所在地 医療機関 主な内容 

2001 2 大阪 真城病院 看護士がゴルフクラブで頭を殴るなど暴行 

2002 7 和歌山 和歌浦病院 看護助手が男性患者を殴打して死なせる 

2004 11 埼玉 西熊谷病院 職員が女性患者に暴行、男性患者の窒息死届けず、不正請求 

2005 2 長崎 長崎県の病院 看護師を患者への暴行で容疑で逮捕 

2005 7 福岡 行橋厚生病院 看護師 2人が入院中の小 5男児を殴って負傷させる 

2006 7 埼玉 埼玉江南病院 准看護師が患者に暴行・負傷。法務局が勧告。傷害で略式命令 

2006 11 千葉 国立国府台病院 ＰＴＳＤの女性患者を男性医師が殴る。民事判決で認定 

2007 1 東京 東京クリニック 
説明を求めた女性患者の頭を院長が壁にたたきつけ負傷。傷

害で逮捕、有罪 

2007 12 群馬 武蔵野病院 
男性看護師が男性患者の頭をけり、死なす。傷害致死容疑で

逮捕。以前から暴行 

2008 8 鳥取 米子病院 
男性入院患者の顔を殴ったとして看護助手を暴行容疑で書類

送検（起訴猶予） 

2008 11 千葉 
しのだの森ホス

ピタル 

男性入院患者の腕をねじ上げ、骨折させたとして看護師を傷

害容疑で逮捕、1審実刑判決 

2009 3 大阪 青葉丘病院 男性患者が保護室内で 3月に不審死 （外傷性の腸管破裂） 

2011 12 愛知 岡崎医療刑務所 看守部長が受刑者に暴行、戒告処分 

2012 3 新潟 
県立精神医療セ

ンター 

男性患者が胸を骨折。第三者委の調査で看護師 8 人が暴力を

ふるった可能性。県が告発。容疑者不詳で書類送検 

2012 10 千葉 ふるさとホーム白浜 精神障害者グループホームで理事長が暴力。傷害容疑で逮捕 

2012 10 大阪 さわ病院 
認知症の男性患者が布団にくるまれ窒息死。看護師を解雇、

逮捕。逮捕監禁致死容疑で起訴 

2013 5 群馬 西毛病院 
入院患者が殴られ死亡。看護助手の男を傷害致死容疑で逮

捕・起訴。初公判で事実認める 

2013 10 宮城 光ヶ丘保養園 

看護師７人を業務上過失致死容疑で書類送検。男性患者（８

６）に水分補給などをする際、手足を押さえつけて腰椎を脱

臼骨折させ、出血性ショックで死亡させた疑い 

2014 3 東京 都立松沢病院 
５０歳代の男性看護師が、入院患者４人以上の顔をたたくな

ど暴力。「死ね」など暴言も。都が発表 

2014 8 佐賀 
肥前精神医療セ

ンター 

女性患者に暴行して骨折させた疑いで男性看護師を逮捕。否

認。処分保留で釈放 

2015 ７ 千葉 石郷岡病院 
保護室の暴行の結果患者さんがなくなったとして男性介護士

２名傷害致死で逮捕 暴行は２０１２年１月 
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資料 

「尊厳を再優先に」 

同意のない強制的精神科治療の廃絶に向けたアピール 

 

2015年 10月 10日（土）世界精神保健デー 

 

ジュネーブ（2015年 10月 8日） 

国連の障害者の権利に関する特別報告官

Catalina  Devandas-Aguilar と、健康への権利

の特別報告官Dainius Pûrasの二人は本日あらゆ

る形態の同意のない精神科医療の廃絶を各国に

呼びかけた。 

世界精神保健デー[i]に先駆けて、独立専門家の

二人は、発達障害と精神障害のある人々が尊厳を

もってそして人権を尊重されて扱われることを

確保するために、恣意的拘禁、強制収容、そして

強制医療に終止符を打つことを各国政府に求め

た。 

「施設への監禁、身体拘束されること、そして

よくある独居拘禁、薬物を強制的に注射されるこ

と、これらは障害があるあるいはあるとみなされ

た人々が、本人の同意なしにされることのほんの

一部を描いたものです。これらは身体的精神的イ

ンテグリティに対して重大な結果をもたらしま

す。 

世界的に、発達障害や精神障害者をもった人々

は差別、スティグマそして周辺化に直面し、精神

保健施設と地域社会の両方で感情的そして身体

的虐待に屈従させられています。そして同意のな

い精神医療の介入の結果として世界各地で毎年

何十万もの人々が尊厳と権利を侵害されていま

す。 

そして精神病院、他の特別な施設あるいはその

他の同じような施設に恣意的に自由を奪われて

拘禁されています。 

拷問に値しかねない強制医療を行われるなら

それは尊厳と両立することはありえません。各国

は緊急課題としてこうしたことをやめ、治療やケ

アの選択権あるいは拒否権を含んだそれぞれの

人の自律を尊重しなければなりません。 

暴力と虐待からの自由なしには、自律、自己決

定、地域社会への包摂そして、意思決定過程への

参加、人の固有の尊厳は、空疎な概念です。医療

行為として精神医療の名のもとに広範に受け入

れられ正当化されている膨大で広範囲な侵害に

ついて国際社会は認識する必要がある。 

同意のない収容と治療の背後にある『医療的必

要性』という概念は科学的根拠と確固たる基準に

欠けている。精神医療での強制の使用という伝統

は『まず害すなかれ』という原則に反しており、

もはや受け入れられるべきではない。 

障害者権利条約は精神保健政策とその実践に

おいてパラダイムシフトをもたらす絶好の機会

を提供している。今年の精神保健デーにおいて、

今までにもまして、人の尊厳とインテグリティを

尊重した地域に根ざしたサービスの新たなモデ

ルと実践を創出する必要を強調する。 

効力を持った障害者権利条約を踏まえて、サー

ビス利用者政策決定者そして精神保健含めたす

べての利害関係者の間で、人権を基礎とした、条

約の基準がもたらした課題に対する回答となる

べき解決に向け取り組む仕事について対話を開

始する、絶好のタイミングが今である。 

私たちは各国に、発達障害や精神障害を持つ人

が、尊厳を持って対応され、いつもそれらの人の

決定が尊重される権利を提供され、さらに必要と

するその決定が有効に伝達されるための配慮と

支援を得る権利を提供されることが確保される

ために、すべての恣意的拘禁、強制収容そして強

制治療を廃絶することを呼びかける」 

 

Catalina Devandas-Aguilar 氏 (コスタリカ) 

は、2014 年 6 月に国連人権理事会によって、最

初の障害者の権利に関する特別報告官に任命さ

れた。彼女は ディサビリティ ライト アドボ

カシー ファンド、国連の障害者権利条約の担当
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部署、さらに世界銀行、それらの戦略パートナー

シップにおいて国内地域そして国際的に障害問

題について広範に取り組んできた。彼女は主に障

害のある女性と障害のある先住民に焦点を当て

て取り組んできた。 

（詳細は以下） 

http://www.ohchr.org/EN/Issues/Disability/ 

SRDisabilities/Pages/SRDisabilitiesIndex.aspx 

 

Mr. Dainius Pûras (リトアニア) は 2014年人

権理事会によって到達しうる最高の基準の身体

的精神的健康についての特別報告官に任命され

た。Mr.Pûras はヴィリニュス大学の社会精神医

学小児科センターの所長であり教授である。彼は

また公衆保健政策とサービスの改革過程にこの

30 年間積極的に参加してきた人権擁護活動家で

もある。彼はとりわけ子どもの権利と精神障害者

の権利そして他の弱者の権利に焦点を当てて活

動してきた。 

（詳しくは以下） 

http://www.ohchr.org/EN/Issues/Health/Pages/

SRRightHealthIndex.aspx 

 

国連の特別報告官は国連人権理事会の「特別手

続き」として知られている活動部門に属している。

特別手続きは国連人権機構で最大の独立した専

門家による部門であり、特定の国家の状況あるい

は世界のすべての地域の主要なテーマ別課題を

扱う、理事会の独立した調査と監視メカニズムで

ある。特別報告官の専門家はボランティアとして

働き国連の職員ではなく無報酬である。彼らはい

かなる政府、組織からも独立しており、個人とし

ての能力において奉仕する。 

（詳細は以下 英語原文） 

http://www.ohchr.org/en/NewsEvents/Pages/ 

DisplayNews.aspx?NewsID=16583&LangID 

=E#sthash.z5MfKxiy.dpuf 

 

[i]  世界精神保健デーは国連が後援しているも

ので、精神保健の課題について世界的に講習の

啓発啓蒙のために毎年 10月 10日に行われてい

る。ことしてのテーマは「精神保健における尊

厳」である。 

 

（邦訳 山本眞理） 
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資料 

拷問等禁止条約政府報告書提出に先立っての質問項目 

 

以下が来年 5月の政府報告書提出に先立って委

員会から出された質問項目です。 

以下が先立って出された質問項目のうち精神

障害者に関わる部分のみ抄訳（山本眞理訳） 

 

20 委員会の非自発的入院に関する先の総括所

見パラ 22 にてらして、自由権規約委員会の総

括所見のパラ１７についての情報を提供され

たい。 

a） 非自発的な処遇と拘禁について、効果的な

司法コントロールの確立と同時に効果的な

不服申し立てメカニズム確立するためにと

られた方策。精神科および社会的ケアの施設

を含むすべての自由剥奪の場に適用しうる

法的セーフガードについて説明されたい。 

b） 患者の傷害をもたらす拘束的な手段が過剰

に使われた場合についての捜査およびその

結果について 

c） 日本における精神障害者についての地域で

のあるいはオルタナティブサービスについ

て 

 

（以下資料） 

 

拷問等禁止条約委員会 

日本の第二回定期報告に対する最終見解 

第 55回会期（2013年 5月 6 日から 31 日）委員

会により採択 

 

精神保健ケア 

22 精神保健施設に対して運用上の制限を確立

している精神保健福祉法にもかかわらず、また

締約国代表の提供した追加情報にもかかわら

ず、委員会は非常に多数の精神障害者と知的障

害者が非常に長期間精神保健ケア施設に非自

発的に留められていることに懸念を持たざる

をえない。非人道的で品位を汚す程度におよび

うる行為である、独居拘禁、身体拘束そして強

制医療が頻繁に行われていることを、委員会は

さらに懸念する。精神保健ケアに関する計画に

ついての対話の間に得られて情報を考慮して

も、委員会は精神障害者の入院に対するオルタ

ナティブに焦点を当てたものに欠けているこ

とに懸念を持たざるをえない。最後に、拘束的

な方法が過剰に使用されていることへの効果

的で公平な調査がしばしば欠けていること、同

様に関連する統計的データが欠けていること

に懸念を表明する（2,11,13,16条） 

委員会は締約国に対して以下を確保するよ

う要請する 

(a) 非自発的治療と収容に対して効果的な法

的なコントロールを確立すること、同様に効

果な不服申立ての機構を確立すること 

(b) 外来と地域でのサービスを開発し収容さ

れている患者数を減らすこと 

(c) 精神医療および社会的ケア施設を含む自

由の剥奪が行われるすべての場において、効

果的な法的なセーフガードが守られること 

(d) 効果的な不服申立ての機関へのアクセス

を強化すること 

(e) 身体拘束と独居拘禁が避けられ、あるいは

コントロールのためのすべての代替手段が

つきた時に、最後の手段として可能な限り最

小限の期間、厳しい医療的監督下でいかなる

こうした行為も適切に記録された上で、適用

されること  

(f) こうした拘束的な方法が過剰に使用され

患者を傷つける結果をもたらした場合には、

効果的で公平な調査が行われること 

(g) 被害者に対して救済と賠償が提供される

こと 

(h) 独立した監視機関がすべての精神医療施

設に対して定期的訪問を行うことを確保す

ること 
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原文は以下 (精神保健の部分のみ山本眞理仮訳) 

 

第 6回日本定期報告に関する総括所見 

1. 委員会は日本が提出した第6回定期報告

（CCPR/C/JPN/6）を2014年7月15日及び16日

に開催された第3080回（CCPR/C/SR.3080）及

び第3081回会合（CCPR/C/SR.3081）において

審査し、2014年7月23日に開催された第3091回

及び 第 3092 回会合 （ CCPR/C/SR.3091 、

CCPR/C/SR.3092）において以下の総括所見を

採択した。  

 

非自発的入院 

17. 委員会は、非常に多くの精神障害者が極めて

広汎な要件で、そして自らの権利侵害に異議申

し立てする有効な救済手段へのアクセスなし

に非自発的入院を強いられていること、また代

替サービスの欠如により入院が不要に長期化

していると報告されていることを懸念する。（7

条、及び 9条） 

締約国は以下の行動をとるべきである。 

(a) 精神障害者に対して地域に基盤のあるま

たは代替のサービスを増やすこと。 

(b) 強制入院が、最後の手段としてのみ必要最

小限の期間、本人の受ける害から本人を守り

あるいは他害を避けることを目的として必

要で均衡が取れる時にのみ行われることを

確保すること。 

(c) 精神科の施設に対して、虐待を有効に捜査、

処罰し、被害者またはその家族に賠償を提供

することを目的とする、有効で独立した監視

及び報告体制を確保すること 
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資料 

認定ＮＰＯ大阪精神医療人権センター 申入書（2016 年 10 月 4 日） 

～「中間とりまめ」に対する意見と要望 ～ 

 

２０１６年１０月４日 

 

申 入 書 

～「中間 とりまめ 」に対する 意見と要望 ～ 

 

厚生労働大臣 塩崎恭久 様 

 

〒５３０－００４７ 

大阪市北区西天満５丁目９番号 

谷山ビル９階 

認定ＮＰＯ大阪精神医療人権センター 

代表理事 位 田 浩 

代表理事 大 槻 和 夫 

TEL 06 -6313 -0056 FAX 06 -6313 -0058 

 

さる９月１４日、 厚生労働省を中心にした「相

模原市の障害者支援施設における事件検証の及

び再発防止策検討チーム」が事件の検証結果を

「中間とりまめ」として公表しました。 

当センターは、事件をきっかけに措置入院の制

度や運用の在り方の見直しのため有識者会議を

設置しようとする動きに対し、精神医療を治安の

道具にするような議論が予想されたことから、そ

の設置に強く反対することを表明し、貴大臣に申

し入れを行いました（本年８月１日付申入書）。

ところが、上記検討チームによる「中間とりまと

め」は、当センターの懸念がまさに現実のものに

なるものでした。 

私たちは、精神医療制度を犯罪防止のために用

いるような議論ではなく、精神障害者に対する差

別と偏見をなくし、精神障害者が地域で穏やかに

暮らし、安心して精神医療にかかることができる

ような制度や社会をつくるための議論を行うこ

とを求め、以下のとおり申し入れます。 

 

１ 「中間とりまめ」は、容疑者の緊急措置入院

と措置入院の各判断、入院中の診療、措置解除

の手続、措置解除後の対応などについて、時系

列をおって、現時点で把握できている事実関係

をもとに、それぞれ時期における担当医や病院、

自治体などの対応の問題点をあげ、事件の再発

防止のための今後の検討課題を指摘しています。 

はたして容疑者は精神障害であったのかと

いう根本的な疑問はおくとしても、措置入院制

度に原因を求めようとする検討チームの議論

では、犯罪防止を目的とするため、いきおい措

置入院期間の長期化や措置解除後の管理や監

視を強める方向につながっていかざるをえま

せん。 

たとえば、「中間とりまめ」では 、容疑者の

入院中に、措置解除後を見据えた退院後の治療

方針や治療継続のために必要な対応の検討が

不十分であったとしたうえ、医療観察法に基づ

く入院医療が参考になるとしています。しかし、

医療観察法に基づく入院医療は、入院期間の長

期化が問題となっており、受け入れ先がないた

めに入院継続をよぎなくされる社会的入院化

が進んでいます。医療観察法を参考にすること

には賛同できません。 

また、容疑者の退院後の継続的医療など支援

内容が検討されることなく措置解除がされた

ことが問題とされ、措置権限を有する都道府県

知事等が退院後の支援内容や関係機関の役割

を確認して必要な調整を行うことができるよ

うな制度を検討することが指摘されています。

しかし、本件では入院時に措置要を備えていた

かどうかに疑問が残るうえ、仮に措置要件が備

わっていたとしも、その後に措置要件が消失す

れば入院を強制することはできません。上記の

ような制度をもうけると、措置要件がなくって

いるにもかわらず、退院後の支援内容や関係機

関の役割を都道府県知事等が確認できないこ
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とを理由に退院できず、入院が長期化する事態

が生じかねません。 

さらに、 容疑者が措置解除後に通院治療を

中断したことが問題とされ、地方自治体が関係

機関による支援を調整して患者に必要な支援

を確保していく仕組みや、患者が通院中断に至

らないようにするための仕組みを検討するこ

とが指摘されています。これらの仕組みについ

ても、退院した精神障害者を保健所や病院など

の監視の網の中においたり 、あるいは強制的

な通院を制度化することにもなりかねず、精神

障害者の自由と人権を制限していくことにつ

ながります。 

「中間とりまめ」は、措置入院制度を犯罪予

防のために見直そうとするもので、精神障害者

の福祉の増進を目的とする現行精神保健法か

らも逸脱するものです。そのほか措置要件の有

無を判断した精神保健指定医の資格に疑義が

あったことがほとんど取り上げられておらず、

入院者の人権保障の視点を欠いているのでは

ないでしょうか。 

 

２ 日本の精神医療制度のもっとも重要な問題

は、世界に類をみない３０万床を超える病床数

をいまだに温存し、多くの精神障害者が長期入

院や社会的入院を強いられ、その自由と権利を

奪われていることです。人口あたりの強制入院

者数は欧州平均の約１０倍に及んでいます。措

置入院や医療保護入院といった強制入院を中

心とする日本政府の精神医療政策が、精神障害

者は何をするか分らないから社会から排除し

ようとする から社会排除しようとする差別・

偏見を生み出し、精神障害者がともに地域で暮

らす共生社会の実現を阻害してきたのです。 

容疑者は、措置入院前に、「障害者は不幸を

作ることしかできない」「障害者を殺すことは

不幸を最大まで抑えることができる」などとし

て、障害者の大量抹殺を宣言した手紙を衆議院

議長に提出していました。容疑者がこのような

観念を持つにいたった経過や犯行動機などに

ついては、容疑者が精神障害を有していたかど

うかを含め、今後の司法手続の中で明らかにさ

れていくことです。ただし、少なくとも事件の

背景に、「劣等な障害者を社会から排除する」

という優生思想が存在していたことはまぎれ

もない事実です。 

容疑者の持っていた優生思想は、現行の精神

医療制度に内在する精神障害者排除の論理と

軌を一にするもの ではないしょうか。 

精神障害者が病院を退院し、他の人々ともに

地域で穏やかに暮らすことができ、安心して精

神医療を受診できる、そうした受け皿づくりを

早急に進めること、このような作業を通じて精

神障害者が何をするか分らないといった差

別・偏見をなくしていく努力をしていくことが、

優生思想に基づく今回のような事件の発生を

防止することにつながっていくと考えます。 

厚生労働省においては、精神科病床を減らし

て長期入院者と社会的入院者をなくし、精神障

害者が地域で あたりまえに生きていける社会

の実現に速やかに取り組むことが求められて

います。 

 

３ 「中間とりまめ」は、現行の精神医療制度の

もとで精神障害者が地域社会で共生できてい

ない現実に対する認識が欠けています。逆に精

神障害者に対する監視と管理を強化する方向

での議論が進められています。 

当センターは、このような「中間とりまとめ」

を前提として今後策定されようとしている「再

発防止策」について、精神障害者の自由と権利

を奪うような内容になるのではないかと危惧

せざるをえません。 

私たちは、精神障害者との共生社会を阻んで

いる精神保健福祉法上の強制入院度の廃止を

含む見直しを求めるともに、精神障害者が地域

で平穏に暮らし、安心てかかれる精神医療を実

現するための受け皿づくりを検討課題にする

ことを強く要望します。 

以上 
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※本文は縦書きのため、本資料 ( 35 )ページからお読みください。 
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アピール文（案） 

 

我が国の精神医療の現場で、入院患者に対して行われる隔離や身体拘束が増加し続け

ています。 

身体拘束は、2003年の調査日現在で 5109人だったのが 2013年には 10,229人と実に

2倍にもなりました。隔離をされる人の数も 7741人から 9883人にもなっています。 

人が人を縛る身体拘束のことを精神医療の現場では「抑制」などと呼ばれたりします

が、その苦痛ははなはだしく、その実施は最小になされなければなりません。しかしな

がら、その実態は、「不穏」「多動」、「転倒防止」などの理由で安易に用いられています。 

入院している方への懲罰としての使用も報告され続けています。これらは極めて重大

な人権問題です。この身体拘束が 10 年で 2 倍のなったということは日本の精神医療の

異常性を示すものであり、一刻も早くその原因を究明し、縮減を急がねばなりません。 

しかし国は、この事態に対して何の策もうっていません。 

国連の拷問等禁止条約委員会日本の第二回定期報告に対する最終見解（第 55 回会期

（2013 年 5 月 6 日から 31 日）委員会により採択）では、「人道的で品位を汚す程度に

およびうる行為である、独居拘禁、身体拘束そして強制医療が頻繁に行われていること

を、委員会はさらに懸念する。（中略）拘束的な方法が過剰に使用されていることへの効

果的で公平な調査がしばしば欠けていること、同様に関連する統計的データが欠けてい

ることに懸念を表明する」と指摘しています。 

また、OECD（経済協力開発機構）が 2014年 11月 5日付けで発表した「OECD医療

の質レビュー 日本 スタンダードの引き上げ 評価と提言」においても、「治療の質を

改善するための措置に対応する指標（統合失調症または双極性障害を有する患者の超過

死亡率、処方行為、隔離と拘束の使用、当初の予定になかった再入院）の収集を優先し、

国全体で促進すべきである。」とし、我が国の隔離、身体拘束を含む様々な状況の実態が

国全体で調べられていなことについて指摘しています。 

 

精神病院の建物がいくらきれいになったとしても、医療が進歩したなどと言っても、

人が人を縛るということが安易に「医療」の名の下で行なわれるならば、私たちは安心

することは決してできません。 

国は早急に、不当な形で実施されている身体拘束の実態を把握してください。 

そしてその不当な身体拘束をなくし、そのされた人の声に耳を傾けてください。 

本当に身体拘束が「医療」だというなら、その過程を可視化し、後々その医療者の判

断が検証できるようにしてください。 

私たちはこれがなされるまで、縛るな！と言い続けます。 

 

2016年 10月 25日 

 

病棟転換型居住系施設について考える会 

これでいいのか精神医療！！10．25院内集会参加者一同 


